
令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 最終的な調整結果 

 

管理番号 203 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

自立支援医療（精神通院）の支給認定の有効期間等の延長 

 

提案団体 

さいたま市、埼玉県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

自立支援医療（精神通院）の支給認定の有効期間並びに自己負担上限額の決定及びその決定に必要な課税

状況等の確認を現行の１年から２年に延長する。 

 

具体的な支障事例 

・現行の制度において更新手続きは１年ごとであるが、更新時に添付する意見書の提出は２年ごととなってい

る。そのため、更新手続きの際に必要のない意見書を準備してくる利用者があり、混乱やトラブルを招くと同時

に利用者に不利益が生じている。 

・精神障害者保健福祉手帳の更新手続きは２年ごとであるため、自立支援医療（精神通院）の更新を忘れるな

ど、当該手帳を所持する利用者に負担や混乱が生じている。 

・更新書類に意見書添付分と不要分の２種類があることから、事務処理が煩雑で時間を要している。 

・近年の受給者増により、窓口での待ち時間が長くなっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・手続きが簡素化し、利便性の向上が図られる。 

・窓口負担が減り、相談業務に注力できる。 

・意見書の期間と同様になるため、申請者及び医療機関ともトラブルが少なくなる。 

 

根拠法令等 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 55 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、秋田市、白河市、日立市、石岡市、八王子市、新潟県、浜松市、豊橋市、刈谷市、知多市、京都市、大

阪府、兵庫県、南あわじ市、徳島市、八幡浜市、熊本市、鹿児島市 

 

○現行の制度において更新手続きは１年ごとであるが、更新時に添付する意見書（医師の診断書）の提出は２

年ごととなっている。そのため、更新手続きの際に必要のない意見書を準備してくる利用者がいるなど、混乱や

トラブルを招くと同時に利用者に不利益が生じている。精神障害者保健福祉手帳の更新手続きは２年ごとであ

るため、自立支援医療（精神通院）の更新を忘れるなど、当該手帳を所持する利用者に負担や混乱が生じてい

る。更新書類に意見書添付分と不要分の２種類があることから、事務処理が煩雑で時間を要している。近年の

受給者増により、窓口での待ち時間が長くなっている。申請の増加に伴い、交付までに係る事務量が増加し、受



給者証の早期発行が困難な状況となっている。 

○精神手帳更新時に、自立支援（精神通院）の更新が漏れてしまい、自立支援用診断書を再度取得してもらう

必要がある。 

○本市においても、同様の状況である。更新時に診断書の添付・不要の 2 種類あることから、受給者も混乱し、

事務も煩雑となっている。また、更新申請を忘れる受給者も多く、トラブルになることも多い。そのため、精神障害

者保健福祉手帳と同じ、有効期間を 2 年とするのが望ましいと考える。 

○平成 31 年４月１日時点での自立支援医療受給者数は 5,940 人であり、全員が毎年手続きが必要なので、毎

日窓口が大変混雑している。手帳と自立支援医療の両方をお持ちの方は、診断書が２種類必要になることもあ

り、患者負担も大きい。 

○提案団体同様、申請手続きが申請者・医療機関・行政の負担となっている。また、行政側においてはその対

応に要する事務量が他業務を圧迫している。 

○当市における受給者数は、年間約１００人前後増え続けており、これに伴い、今後更新の受付件数も増えるこ

とになる。その分、医療機関による診断書の作成、申請受付窓口、県への進達のチェックに要する時間が増え

続けている。また、県による審査の負担も増え続けているものと思慮される。更新を２年に１回とした場合、考慮

すべきと考えられる事項は、１点目は受給者として受け続けるか返却するかの判断の機会について、２点目は

所得区分の変更についてである。１点目については、本人の判断又は医療機関の医師と精神障害者との相談

の上、２年の間に受給者証を返却することは可能であるため問題ないと考える。２点目については、所得判定基

準を今年度及び前年度の所得の合計にするなど柔軟に対応することでクリアできるものと考える。よって、更新

期間を延長してもおおむね支障がないものと考える。以上のことから、更新期間延長に伴う影響はあるとしても、

増え続けている受給者に対する医療機関の診断書の作成から始まり、県の決定が出るまでの事務及び更新に

伴う受給者の負担を考慮すると２年に１回の更新が適切ではないかと考える。（※参考：当市における自立支援

医療（精神通院）受給者数の推移 平成 28 年度末：1,971 人、平成 29 年度末：2,171 人、平成 30 年度末：2,264

人） 

○更新時に添付する書類が人によって違う（診断書の必要な年、必要でない年）が、診断書が必要な年なのか

どうか理解できてない申請者がおり、申請者自身が混乱する場合がある。行政の窓口でも必要な書類が揃わな

ければ受付できず、申請者と行政それぞれ時間がかかってしまう。受給者が増加傾向にある現状に至っては、

精神保健福祉手帳と同じ２年の有効期限に合わせるなど、申請者の負担軽減および事務処理の時間短縮を検

討してもいいのではないかと考える。 

○現行の制度において更新手続きは１年ごとであるが、更新時に添付する意見書の提出は 2 年ごととなってい

る。そのため、更新手続きの際に必要のない意見書を準備してくる利用者があり、混乱やトラブルを招くと同時

に利用者に不利益が生じている。また、精神障害者保健福祉手帳の更新手続きは２年ごとであるため、自立支

援医療（精神通院）の更新を忘れるなど、当該手帳を所持する利用者に負担や混乱が生じている。加えて、更新

書類に意見書添付分と不要分の２種類があることから、事務処理が煩雑で時間を要している。さらに、近年の受

給者増により、窓口での待ち時間が長くなっている。 

○当市も負担に対する考え方は、提案事項の内容どおりである。福祉に携わる人員確保が困難にもなっている

ので、業務を見直し、業務の負担緩和は考えていくべきである。 

○現行の制度では１年ごとの更新であるが、更新手続きの際に診断書の提出が２年に１度であるため、利用者

及び医療機関に混乱が生じており、窓口や電話で提出書類を聞かれた際に診断書の提出が必要であるか不要

であるかの回答がしずらい。利用者の増加に伴い、年々業務量が増加している。 

○更新申請に際して診断書の提出の要・不要があることから受給者に混乱が生じることがある。特に診断書が

不要な更新申請時に受給者が更新を忘れると診断書を取得しなければならず、受給者に負担が発生している。 

○近年受給者数が増加していることから、更新手続を含めた事務手続及び判定業務に時間を要し、受給者証

の交付が遅れるなど、申請者に不利益が生じている。診断書の提出は２年に 1 度でよいこととされているが、更

新申請の度に申請者が診断書が必要な申請かどうか理解しておらず混乱が生じている。 

○提案市と同意見。手帳と同じ２年ごとにすることで申請者及び窓口事務の負担は軽減される。 

 

各府省からの第１次回答 

自立支援医療（精神通院）の支給認定の有効期間を 1 年から 2 年に延長することについては、平成 28 年度地

方分権改革の管理番号 76 にて提案されており、地方公共団体、関係団体等の意見を踏まえ、マイナンバー制

度における情報連携の運用状況を踏まえつつ、現行の１年を延長する方策について検討し、令和元年中を目途

に結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずることになっている。 

自己負担上限額の決定及びその決定に必要な課税状況等の確認については、税法上、所得認定は毎年行わ

れているものであり、適切な公費負担の考え方から、所得認定の期間を延長することは望ましくない。 

 



各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

本提案は、受給者及び行政の負担軽減を求めるものである。 

自立支援医療（精神通知）の更新については、診断書の提出は２年毎で良いにもかかわらず、受給者証の有効

期間が１年であるため、更新手続きと、自己負担上限額の決定に必要な課税状況等の確認が１年毎であるた

め、毎年、市町村の窓口等にて手続きをしなければならず、受給者にとっては、大きな負担となっている。 

この上、追加共同提案団体の支障事例にもあるとおり、受給者数は、制度の施行当初から右肩上がりで増加し

続けている。これにより、行政の事務量は増大し、本来の相談業務にも支障を来たしている現状がある。さらに、

自立支援医療受給者証の交付も処理量が多いため、交付が遅延することになり兼ねない。これらの点を十分に

踏まえた上で、引き続き、制度そのもののあり方を含めた見直しを求める。 

また、所得認定については、厚生労働省からの１次回答において、「適切な公費負担の考え方から、所得認定

の期間を延長することは望ましくない。」とのことであるが、受給者の負担軽減の観点から言えば、受給者証の

有効期間の延長に合わせて、所得認定の期間も延長しなければ、効果は乏しいと言える。受給者の大半は生

活環境に大きな変化がない場合が多く、課税状況等が変化することも少ない。そのため、更新時における課税

状況等の確認においても、大半が自己負担上限額に変更がなく、２年毎の所得認定でも影響は少ないと言え

る。なお、市町村によっては、影響額を考慮し、対応策を含めて検討する必要はあるが、課税状況等に変更があ

り、受給者に不利益が生じた場合等は、所得区分の変更申請を行うことで対応していくことが可能である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

各府省からの第２次回答 

自立支援医療（精神通院）の支給認定の有効期間を 1 年から 2 年に延長することについては、平成 28 年度地

方分権改革の管理番号 76 にて提案されており、地方公共団体、関係団体等の意見を踏まえ、マイナンバー制

度における情報連携の運用状況を踏まえつつ、現行の１年を延長する方策について検討し、令和元年中を目途

に結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずることになっている。 

自己負担上限額の決定及びその決定に必要な課税状況等の確認については、税法上、所得認定は毎年行わ

れているものであり、適切な公費負担の考え方から、所得認定の期間を延長することは望ましくない。 

 

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針（令和元年 12 月 23 日閣議決定）記載内容 

５【厚生労働省】 

（31）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 17 法 123） 

（ⅳ）自立支援医療に係る支給認定の有効期間（55 条）については、地方公共団体、関係団体等の意見や個人

番号制度における情報連携の運用状況を踏まえつつ、現行の１年を延長する方策について検討し、令和２年中

に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 


